















以外に, さまざまな情報やシステム, あるいは行為に対して, それらの信頼













内 藤 文 雄
※ 本稿は, 平成29年度科学研究費補助金挑戦的萌芽研究 ( JSPS科研費15K13061,
研究代表者 内藤文雄) による研究成果の一部である｡
(１) いわゆるエリオット委員会報告書 (AICPA (1996))｡ 詳細については内藤文雄
(1998a), および, 内藤文雄 (1998b) 参照｡
(２) 財務諸表監査において監査人が保証する命題は, 財務諸表の信頼性であるとの
理解が一般的である｡ この点について, 情報の目的適合性の保証を含めた信頼性と
解すべきであると考えられる (内藤文雄 (2016) 参照)｡
るのかという問題である｡
保証水準をめぐる議論は, 結局のところ, 合理的保証と限定的保証に収斂
したように思われる｡ 積極的保証, 消極的保証, 暗黙的保証といったような
他の用語法を用いての概念定義は一般的ではない｡ 保証を心証ととらえた場












(３) IAASB (2013a) and IAASB (2013b). 本基準は, 2015年12月15日以降の日付で
保証報告書を作成する保証業務に適用されている｡
(４) IAASBは, IAASBの公表物の性質に関する説明において, ｢国際品質管理基準
および保証業務の国際的概念フレームワークは, すべての種類の保証業務 (監査・









































(５) 科学研究費補助金 ｢基盤研究 (B) ｢企業リスク情報開示のダイバージェンス
の実証と当該情報の監査の保証水準の計測｣ 20132015年 (課題番号25285144)｣ お
よび ｢挑戦的萌芽研究 ｢仮想的ビジネス・リスク情報監査の実験手法による監査の
質の計測｣ 20152017年 (課題番号：15K13061)｣｡
(６) IDW, WPH Edition (2017).





監査にせよ, 保証業務にせよ, その質を確保できているかどうかは, 監査・
保証業務における判断規準たる業務基準の存在と当該基準の保証命題に対す
る適合性にかかっている｡





｢図表２｣ から理解されるように, ドイツでの保証業務 (｢経営経済的監













































































[出所：IDW, WPH Edition (2017), Abb. 1 und 2, S. 2834.]
＊ ｢監査人による検査｣ の言語は, 	
Durchsichtであり, ｢レビュー｣ を意味し
ている｡
＊＊ ｢ドイツ語文献での 『その他の経営経済的監査』 の概念は, WPハンドブックにお
いて明白に導入されている｡ これは 『保証業務』 の概念に翻訳される｡ この場合, 『監査』
は合理的保証の監査の確実性 (確信・信頼性) の程度で言及されているわけではなく, 経
営経済的監査が十分な (hinreichend) 確実性 (確信・信頼性) または限定された確実性
(確信・信頼性) (限定的保証) をもって実施されうることが明確となっている｡ ISAE 3400
が言う 『保証業務』 の意味での 『検証』 の概念は, 過去指向的な監査と経営経済的監査と




























































































・Praxishinweis 1 /2016 (実務注釈 1/2016)：税務コンプライア
ンス管理システムに関する実務注釈
サービス会社の IKS (内部統制システム) の監
査
・PS 951：サービス会社の IKSの監査または ISAE 3402 (上掲)
ソフトウェア監査 ・PS 880：ソフトウエア製品の監査
プロジェクト付随的監査





































なければならないと規定して経営経済的監査を広く容認 (第１項) し, また,
税務アドバイスの提供 (第２項), および, 既存規程にしたがった, 企業経
営の専門家としての活動・経済問題への提言・外国利害の保護・財産信託管
理 (第３項) が認められていることから, 監査・保証業務の実態として, た
































































































































＊ 利用者を混乱させないために, 保証報告書でない報告書では, たとえば以下を避ける｡
①本枠組みまたは保証基準への準拠を暗示すること





を伝達する要請事項が含まれている｡ そのような場合には, 本枠組みは, 当該業務のうち
の保証の部分だけに目的適合的である｡
的監査は広範囲の業務内容となっていること｡
・ ｢図表４｣ に示した保証業務の範疇に照らせば, ドイツでは, その実態と




以下では, この論点について, Ⅲ. において, ｢図表２｣ で整理した ｢監











において開示される｡ コンツェルン状況報告書は, 決算日後５ヶ月以内 (上
場会社は４ヶ月以内) に作成しなければならない｡ この作成義務は, ドイツ
の資本会社のうち大会社と中会社および上場会社にあるが, 親会社の作成義
務が免除される場合がある (§290 Abs. 1 und §293 HGB)｡ 作成されたコ
ンツェルン状況報告書は, 決算日後１年以内に公開されなければならない
(ただし, 上場会社の場合は決算日後４ヶ月以内に公開) (§325 Abs. 1a und
甲南経営研究 第59巻第１号 (2018.6)
9
(９) かかる規定によるビジネス・リスク情報開示のドイツの実態 (実際例) につい
ては, 内藤文雄 (2017a) を参照されたい｡ また, 規定内容の詳細については, 内
藤文雄 (2017b) を参照されたい｡
§325 Abs. 4 HGB)｡
ビジネス・リスク情報とは何かについて, 商法典第315条 (§315 HGB)
はその開示内容として次を規定している｡
① 重要なチャンスとリスクをともなって事業の予測的発展を評価し説明
すること (予測情報・リスク情報・チャンス情報)｡ また, 基礎におい









として, ドイツ会計基準第20号 (Rechnungslegungsstandards Nr. 20 (DRS



















































を示し (たとえば, 上がる, 下がる), 変化の強さは, 当該傾向の
強度 (たとえば, 強い, 相当な, ささいな, わずかな) を記述する｡
時点予測, 間隔予測, 専門知識に基づいた比較の予測
(qualifiziert-komparative Prognosen) は, 通常, 第128項の要求事項
を満たしている｡






















































































(PS) 350) は ｢図表７｣ の諸点を規定している｡
なお, 決算書監査人によるコンツェルン状況報告書の監査 (商法典第317
条および第322条) およびビジネス・リスク情報 (予測情報・リスク情報・























らびに, リスク抑制のための方法を記述し, かつ, 評価することが
できる (総考察法 Bruttobetrachtung)｡
代替的に, リスク抑制方法の実行後になお残るリスクを記述し,












































い｡ これに関しては, 第157項と第158項 は関係しない｡
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たこと, および, コンツェルン決算書は, 監査を通じて得ら
れた決算書監査人の認識に基づいた決算書監査人の判断評価


















＊ 第289a条 (上場株式会社の企業経営管理に関する説明) 第２項 (法律の要求を超えて
適用された企業経営実務に関する目的適合的な報告事項) および第315条 (コンツェル
ン状況報告書の内容) 第５項 (第289a条第１項の意味での親会社は, 当該コンツェル
ンのために企業経営に関する説明を作成し, かつ, 当該コンツェルン状況報告書におけ
る特別な記載箇所として記載しなければならない｡ 第289a条が対応して適用されなけ
ればならない｡) による報告は, 当該監査には無関係である｡ この点については, 当該
監査の枠内においてこれらの報告が行われているかどうかだけを確認しなければならな
い｡









[図表７] ビジネス・リスク情報 (予測情報・リスク情報・チャンス情報) の
監査 (ドイツ監査基準第350号)
規定内容 PS 350 の参照項
1 予測的で価値評価にかかる開示項目について, 決算書監査人は, 年度決算書開示事項を背景として,
当該開示事項の説得性と決算書監査の間に決算書監査人が得た知見との整合性を判断する｡
22
2 予測的で価値評価にかかる開示項目の監査は, まず, 状況報告書の開示事項の導出にとって重要で
ある限り, 企業内部の経営計画システムの信頼性と機能能力について決算書監査人が確信することが
前提となっている｡ さらに, 予測と価値評価がそのようなものとして特徴づけられているかどうか,




3 また, 予測の基礎にある, 実際の状況を背景とした経済状況に影響する重要な要因の将来の動向に
ついての仮定が, 完全性と説得性について監査されなければならない｡ 状況報告書における予測は,






4 最後に, そのときどきの問題状況に対して適用された予測モデルが事実に即しており, かつ, 正し








6 無限定の確認の付記の場合, 適切な監査の確認に関する商法典第317条, 321条および322条から次
のように要約されて表現される｡ つまり, 決算書監査人の判断によれば, 状況報告書は, 年度決算書





りなく, 決算書監査人は, 商法典第322条第２項第３文により, 監査の範囲内で確認した, 企業の存
続を脅かすリスクを確認の付記において特別に取り上げなければならない｡
35
8 状況報告書に関して, 異議がある場合, 確認の付記を限定しなければならない｡ これは, たとえば,
次の場合にあてはまる｡
(i) 状況報告書が法律の義務に反して作成されなかった場合









まず, 将来指向的財務情報では, さまざまな将来情報が記載される｡ 将来
情報は, 現在の情報・データに基づいて将来に生起することが合理的に期待
される場合か, または, 合理的期待が要求されない場合がありうる｡ 将来情
報は, フォーキャストとプロジェクションとに区別して, 議論が行われてい
る｡







































また, 予測 (フォーキャスト) について, すでにみたように, ドイツ会計





















ドイツ会計基準第20号 (DRS 20) による予測 (Prognose) の種類





(2018)) この理解は, Cambridge Dictionary (WEB) による説明と同義である｡ つ
まり, フォーキャストは ｢特に特定の状況と結びついた, 将来に生起する可能性が
高いと判断される言明｣ (a statement of what is judged likely to happen in the future,
especially in connection with a particular situation), プロジェクションは ｢現在保有
している情報に基づいた将来に関する計算または憶測｣ (a calculation or guess about




｢図表11｣ から理解されるように, 国際基準による場合, 予測 (フォーキャ
スト), 混合プロジェクション, いずれの場合にあっても, 保証要点は, 仮
定に関する追証可能な根拠を求めること, および, 将来指向的財務情報の会
計原則と仮定に基づいた作成を確かめることの２点が義務となっている｡ こ
れに対し, ドイツ固有の基準では, 前者は保証要点ではなく, 後者, および,
それに加えて, 将来指向的財務情報が会社の会計原則に準拠しているかどう
かの２つの保証要点が義務となっている点で異なっている｡
つまり, ドイツでは, 仮定の適切性よりも, 将来指向的財務情報の適正表
示が重視されており, 年度決算書の法定監査と同様の思考が貫かれていると



















































































の確保も同様に重要となっている｡ 我々の社会において, 情報, システム,
行為のいずれをとってもその信頼性を揺るがす事件が後を絶たず, 事件発生
の度に社会生活の基盤が失われているのではないかとの危惧がもたれる｡





組みでは, 主題 (情報, システム, 行為のそれぞれについて何を保証するの
か) の適切性, 業務基準の適合性 (主題に適合した基準が存在しているかあ
るいは設定可能か), 主題を裏付ける証拠の十分性, 業務結果の文書化可能







情報の経営経済的監査 (保証業務) を取り上げ, それらの監査の質に影響を
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IAASB (2013b), International Standard on Assurance Engagements (ISAE) 3000 Revised,
Assurance Engagements Other than Audits or Reviews of Historical Financial Informa-
tion, December. 2013.
IAASB (2018), “IASB pronouncements”, https : //www.iasplus.com/ en-us / resources / global-
organisations / other / iaasb (2018年４月24日参照)
IDW, WPH Edition (2017), Assurance - Vertrauensleistungen 	der 
	








それに限られない｡ 監査の品質は, 監査時間や監査報酬の水準, 監査事務所による
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